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しての地位が与えられる取扱いは，過半数代表が締結した労使協定の法的効 右  
力が及ぶ非組合員からみれば，なんとも納得のいかない取扱いであると受け 二  
止められる。過半数代表の権限が小さかった時期には，そのことに関する認  
識もさほど明確ではなかったとしても，現在のように過半数代表が多様な労  
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力を及ぼす場合には妥当する。   
この点で，補完型が望ましいと主張する見解（5）は，その理由として，第1に，  
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ころであろう。   
筆者は，このように併存型を構想し，常設で，すべての事項を包括して管  
轄する型の従業月代表委月合方式が望ましいと考える。  
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するような制度にするべきではないという認識のもとに主張する場合（7）がある。   
他方で，この議論の機会に ，一定事項につき従業員代表の発言権を拡大さ  
せる主張（8）がある。  














る。この検討の際には，ILO条約など国際的なルーリレも考慮されよう。   
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イ）法的効力   
代表選出方法を整備したうえで，労使協定に規範的効力を付与すべきであ  
る（10）。その要件を考えるに，第1に，形式的要件として，労使協定が規範的  
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β   
開 法（53－1）Z64  
4．従業月代表の選出方法  
イ）設置，選出単位   
従業員代表を設置する事業場規模として，労働者数10人以上が提案されて  
いる（連合法案）。妥当であろう。任期は，2年程度が適切であろう。   
必要とあれば，全社規模で合同従業員代表委月会を設置できるとすること  




ロ）選出手続   
委員の選出は，比例原則にもとづく。それにより，少数意見の代表者も加  
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こ が必要である。ドイツの旧法は上級管理職に代表ポスト1人を特別枠として ′′ユ  




JO   
岡 法（53〈1）262   
選出される者は，特別に被選挙権を認めるという取扱いである。これは，要  
件を充足する該当者がいない場合には特例を認めるという労基則6条の2第  












になろう。   
従業月代表委員に対しては，委員であることを理由に優遇も不利益取扱も  
してはならない（19）  
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る権限はない。   
従業員代表は，争議権を有しない。  
ハ）従業月代表と従業員およびその集団との関係   
両者の関係は，代表関係であり，代理でほない（27」従業員代表が法定要件  
ヱ．？   
















意味で，従業員代表は従業員集団の代表であるといえよう。   
労使協定の法的効力の及び方も，労働者個人の意思を媒介とせず従業月代  
表の意思により一律的に及ぶ点で，労使協定締結などの権限行使は集団的性  













J4   































了5   























参サ文献：   
毛塚勝利「就業≠脚憬満仲珊縄臥．ミと検了訂課題」乍十り労働法145ぢ－（1987年）64頁以ドニ毛   
塚（D   
西谷敏「過・や数代表と労働番代友姜＝会」tl本労働協会雑誌356リ・（1989年）2貞以卜，   
北岡正障『経営孝加騰の研究・酢誹M（1992年，法相文化祉）   
毛塚勝利「わが［削二おける従業王寺代走法制の課題」‖本労働法一羊会読79リり992年）129   
頁以下＝毛塚（卦  
11本労働相究機構編『従業ii代表制を考える・上巻．什（199：i年，Ll本労働研究機構〕   
粗井常喜「労働保護法と労働者代表制」外尾古‘輔『労働保護法の研究』（1994年，有射抑   
27頁以F   
中村圭介「従業＝代夫制．論議で忘れられていること」ジュリスト1066リー（1995年）136頁  
J6   








（1）たとえば，道草哲也「労傭関係法の将来」日本労働法学会誌97号（2001年）202頁，   
大内編64頁（小西康之執筆）などである。その理由として，従業員代表は使用者主導に   








は）毛塚②146頁，同③113頁は，現在，組合や従業月組軌が担っている労使協議事項のう   
ち，使用者が単独で決定することができる事項のなかで，人事的事項（解雇．配転，出   
向．懲戒：一 につき協議させることを提案する。  
（9）大内伸哉「労働者代表に関する立法政策上の課題1日本労働法学会誌97号（2001年）   
222頁。  
（1q）同旨，西谷13頁，激井58頁。  
（川 同旨，毛塚②147頁。  
（lカ ニの点の議論は，藤内「労使委員会による労使協定代替決議」岡‥J大学法学会雑誌53   
巻1号（2003年）と重なる点があることをお断りしておく。  
（相 同乱 毛塚①67貞〕  
（14）毛塚G）66頁。  
（l与）ドイツ車糞所組織法15粂1項では，〔雇用形態および性別にもとづく構成〕（】）従業員   
代表委月一会は，できるかぎり個々の組織分野および事業所で働いている労働者のさまぎ   
まな雇用形態の労働者から構成されるようにするものとする。（2）もし従業月代表委員会   
が3人以上で構成されている場合には，労働者のなかで少数派に属する性別ほ，従業月   
代表委員会のなかで少なくとも人数に比例して代表されねばならない，と定められてる。   
法律条文の翻訳は，日独労働法協会会報4号（2003年）65真以下参照。  
（凋 大内編280頁。  
（叩 大内崩136頁。  
（咽 毛塚③112乱  
（19）西谷12頁。  




田 中山和久「団体交渉権とその法的構造」現代労働法講座4巻（1981年，総合労働研究  
J7   
255 従業員代表立法構想  






（姻 この点に関するドイツの議論につき，光岡1：i4頁参照。  
㈲ 毛塚（診140頁。  
朗）光岡145頁。  








碑 藤内「ドイツの事業所組織法における調整委員会制度」季刊労働法158号（1991年）  
151頁。  
伸 長渕満男「就業規則法制の立法論的検討」労働法律旬報1170号（1987年）5頁。  
朗）同旨．西谷14頁。  
（とうない・かずひろ）  
jβ   
